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1. 調査概要

1.1. 調査の目的

琴浦町では、現在、東伯総合公園を直営管理方式により管理しているが、従来の行政による運

営方法から民間のノウハウを活かし、住民サービスの質を高めるとともに、収益性を高める運営

方法による持続可能な施設管理が必要となっている。あわせて当該施設は、施設の老朽化対策に

直面しており、その更新等についても、より効率的な更新方法が必要とされている。

1.2. 実施フロー

本調査における実施フローは次のとおりである。

１．対象施設の個別整理

２．各種市場調査の実施

３．市場調査結果を踏まえた事業スキームの検討

４．総合評価の実施

５．事業実施に向けた課題整理

６．スケジュールの検討
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2. 対象施設の個別整理

2.1. 琴浦町及び東伯総合公園の概要

2.1.1. 琴浦町の概要

a） 位置・面積

琴浦町は、鳥取県のほぼ中央に位置し、県庁所在地の鳥取市から約 60㎞、米子市から約 35

㎞の地域である。南部は、秀峰大山から連なる山地に囲まれ、北は日本海に面している。

面積規模は、東西 15.2㎞、南部 18.5㎞、総面積 139.9㎢である。このうち、林野面積は

8,401ha、耕地面積は 2,870ha（うち田耕地面積は 1,550ha、畑耕地面積は 1,330ha）となってお

り、林野・耕地面積が全体の約 80%を占める。

b） 人口

(1) 琴浦町の人口・世帯

令和 2年 3月末時点の琴浦町の人口は、17,173人（男性 8,072人、女性 9,101人）、世帯数

は、6,476世帯である。

(2) 琴浦町の年代別人口

平成 27年国勢調査によると琴浦町の年代別人口は、15歳以上 64歳未満が 9,195人（53%）

と最も多く、次いで 65歳以上が 5,987人（35%）、15歳未満が 2,160人（12%）となっており、

老年人口が年少人口の約 3倍多い。

鳥取県 琴浦町

琴浦町の年代別人口

15歳未満 15歳以上 64歳未満 65歳以上

人口(人) 2,160 9,195 5,987

人口(％) 12 53 35



- 3 -

2.1.2. 琴浦町東伯総合公園の概要

a） 施設概要

住民の健康増進、スポーツ振興の場を提供するための総合公園である。公園内には、体育館

（アリーナ、武道場、会議室、温水シャワー、トレーニングルーム）、野球場、テニス場（真

砂土）、サッカー場（天然芝）、多目的広場、どんぐりひろばがある。また、公園内には、宿泊

研修施設も備えられており、合宿利用が可能である。

なお現在、施設の維持管理・運営は琴浦町が直営で実施している。

設置年度 昭和 59年 敷地面積 15.2ha 総事業費 2,318百万円

利用者数 延べ利用者数 57,521人 ※H31年度

ア 総合体育館

① アリーナ

② 武道場

③ 会議室

④ 温水シャワー

⑤ トレーニングルーム

イ サッカー場

ウ テニス場（4面）

エ 多目的広場

オ どんぐりひろば

カ 野球場

キ 琴浦町平岩記念会館

ク 駐車場

総合体育館 多目的広場 どんぐりひろば

サッカー場 テニス場

野球場

開館時間

（月・水・木・金・土） 8:30～22:00 （日） 8:30～17:00
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また、平成 31年度の利用状況は下表のとおりである。

休館日 イベント

・年末年始（12月 29日～翌 1月 3日）

・毎週火曜日

・キッズサッカーフェスティバル

・白鳳祭

主な実施事業

社会体育団体利用、スポーツ少年団活動、各種スポーツ大会（町体育協会・地区公民館・社

会福祉協議会・グラウンドゴルフ東伯支部）、企業運動会、中体連・高体連（サッカー・アー

チェリー）、国体予選（アーチェリー）、郡民体育大会（練習、大会）、プレーパークどんぐ

り、東伯中部活（サッカー・ソフトテニス・野球・陸上）

平成 31年度 利用状況

施設名 利用者数（人）

サッカー場 5,367

野球場 2,410

多目的広場 1,611

テニスコート 2,511

平岩記念会館 1,160

体育館 アリーナ 19,868

体育館 武道場 1,549

体育館 トレーニング室 23,045

合計 57,521
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b） 利用料金

公園内施設の利用料金は下表のとおりである。

利用料金

総合体育館内施設

アリーナ

区分
金額

単位 使用料 電灯料

アマチュアスポー

ツ活動

入場料未

徴収時

1時間

全面
町内者 330円 全灯 1,760円

町外者 660円 全灯 3,520円

1/2面
町内者 160円 全灯 880円

町外者 330円 全灯 1,760円

入場料徴

収時
全面

町内者 490円 全灯 2,640円

町外者 990円 全灯 5,280円

アマチュア活動以外

の活動
全面

町内者 3,300円 全灯 3,960円

町外者 6,600円 全灯 1,760円

個人利用 1回
町内者 110円 各施設電灯料の

とおり町外者 220円

武道場

区分
金額

単位 使用料 電灯料

武道場 1時間 全面
町内者 220円 全灯 440円

町外者 440円 全灯 880円

会議室

区分
金額

単位 使用料 電灯料

会議室 1時間 全面
町内者 110円 全灯 220円

町外者 220円 全灯 440円

トレーニングルーム

区分
金額

単位 使用料

トレーニングルーム

（個人利用）

1回
町内者

110円

1年（年会員） 3,300円

1回
町外者

220円

1年（年会員） 6,600円
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サッカー場

区分
金額

単位 使用料 電灯料

サッカー場 1時間
町内者 660円

電灯なし
町外者 1,320円

テニス場（4面）

区分
金額

単位 使用料 電灯料

テニス場 1時間 1面
町内者 55円 220円

町外者 110円 440円

多目的広場

区分
金額

単位 使用料 電灯料

多目的広場 1時間
町内者 無料

電灯なし
町外者及び営利目的 440円

野球場

区分
金額

単位 使用料 電灯料

野球場 1時間
町内者 660円

電灯使用不可
町外者 1,320円



- 7 -

2.2. 現地調査による状況把握

本業務実施に先立ち、現地調査を行った。なお、本調査結果は意向調査において民間事業者へ情報提供を行った。

東伯総合公園（鳥取県東伯郡琴浦町田越 560） 

【敷地平面図】 【現地写真】 

 

■写真①：駐車場 ■写真②：駐車場①付近のトイレ ■写真③：中央園路 

   
■写真④：体育館 ■写真⑤：ゲートボール場 ■写真⑥：テニス場 

   
■写真⑦：中央広場 ■写真⑧：サッカー場 ■写真⑨：平岩記念館（側面） 

   
■写真⑩：平岩記念館（正面） ■写真⑪：多目的広場 ■写真⑫：広場① ■写真⑬：広場①付近のトイレ ■写真⑭：野球場 ■写真⑮：広場② 

      
■写真⑯：憩の森 ■写真⑰：憩の森 ■写真⑱：広場③ ■写真⑲：広場④ ■写真⑳：どんぐり広場 ■写真㉑：どんぐり広場付近のトイレ 

      

① 

② 

③ 

④ 

⑤ ⑥ 

⑦ 
⑧ ⑨ 

⑩ 

⑪ 

⑫ 

⑬ 

⑭ 

⑮ 

⑯ 

 ⑰ 

 
⑱ 

 
⑲ 

 

⑳ 

 ㉑ 
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2.3. 施設運営・維持管理・更新手法について

2.3.1. 本事業で適用可能性のある事業手法

本事業で適用可能性のある事業手法は下表のとおりであり、東伯総合公園全体で 1つの手法を適用、または個別の施設ごとに異なる手法を適用するこ
とのいずれの方法も可能である。

スキー

ム

A：PFI（RO 方式） B：Park-PFI C：指定管理者制度 D：設置管理許可

概要

RO（Rehabilitate Operate）方式

民間事業者が自ら資金を調達

し、既存の施設を改修・補修

し、管理・運営を行う方式。

飲食店、売店等の公募対象公園施設

の設置又は管理と、その周辺の園

路、広場等の特定公園施設の整備、

改修等を一体的に行う者を、公募に

より選定する制度。

「公の施設」の管理運営主体について

は、公共性の確保の観点から、地方自

治法により公共的団体等に限定されて

いたが、地方自治法の一部を改正する

法律が平成１５年６月公布、９月に施

行され、民間事業者等にも「公の施

設」の管理運営を委ねることを可能と

した指定管理者制度が設けられた。

公園管理者以外の者に対し、都市

公園内における公園施設の設置、

管理を許可できる制度であり、民

間事業者が売店やレストラン等を

設置し、管理できる根拠となる規

定。

↓ ↑

↓ ↑

利用者

事業者

町

サービス
提供

サービス
対価

利用料

自主事業
使用料

↓ ↑

↓ ↑

町

設置許可 借地料等

事業者

利用者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

指定管理料
自主事業
使用料

町

利用者

事業者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

町

利用者

設置許可 借地料等

事業者

サービス
提供

利用料
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スキー

ム

A：PFI（RO 方式） B：Park-PFI C：指定管理者制度 D：設置管理許可

メリット

町が所有権を所有しつつ、民間

ノウハウを活用して、運営費

（指定管理料）や改修費を縮減

できることが期待される。ま

た、町の意向を反映しやすい。

民間に公募対象公園施設の設置許可

を付与することで、事業者のリスク

において町民の利便性向上に資する

施設が設置される。

また、事業期間が 20年以内で設定で

きるため、初期投資の回収等の観点

から、設置管理許可制度（10年）よ

り事業者は参入しやすい。

町が所有権を所有しつつ、民間ノウハ

ウを活用して、運営費を縮減できるこ

とが期待される。また、町の意向を反

映しやすい。

民間に公園施設の設置許可を付与

することで、事業者のリスクにお

いて町民の利便性向上に資する施

設が設置される。

デメリッ

ト

維持管理・運営者は指定管理者

となることが想定され、自主事

業や収益施設の設置等、町民の

利便性向上に資する取り組みが

積極的に行われない可能性があ

る。

採算性の厳しい場合、応募者がいな

いなど、事業が成立しない可能性が

ある。

また、特定公園施設の整備等におけ

る事業者の負担が、事業者の参入の

障害となる懸念がある。

自主事業や収益施設の設置等、町民の

利便性向上に資する取り組みが積極的

に行われない可能性がある。

また、基本的には町が施設改修を行う

必要があるため、施設改修費の縮減が

期待しにくい。

採算性の厳しい場合、応募者がい

ないなど、事業が成立しない可能

性がある。

また、事業期間が 10年であるた

め、初期投資の回収等の観点か

ら、事業者の参入の障害となる懸

念がある。

↓ ↑

↓ ↑

利用者

事業者

町

サービス
提供

サービス
対価

利用料

自主事業
使用料

↓ ↑

↓ ↑

町

設置許可 借地料等

事業者

利用者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

指定管理料
自主事業
使用料

町

利用者

事業者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

町

利用者

設置許可 借地料等

事業者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

利用者

事業者

町

サービス
提供

サービス
対価

利用料

自主事業
使用料

↓ ↑

↓ ↑

町

設置許可 借地料等

事業者

利用者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

指定管理料
自主事業
使用料

町

利用者

事業者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

町

利用者

設置許可 借地料等

事業者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

利用者

事業者

町

サービス
提供

サービス
対価

利用料

自主事業
使用料

↓ ↑

↓ ↑

町

設置許可 借地料等

事業者

利用者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

指定管理料
自主事業
使用料

町

利用者

事業者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

町

利用者

設置許可 借地料等

事業者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

利用者

事業者

町

サービス
提供

サービス
対価

利用料

自主事業
使用料

↓ ↑

↓ ↑

町

設置許可 借地料等

事業者

利用者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

指定管理料
自主事業
使用料

町

利用者

事業者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

町

利用者

設置許可 借地料等

事業者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

利用者

事業者

町

サービス
提供

サービス
対価

利用料

自主事業
使用料

↓ ↑

↓ ↑

町

設置許可 借地料等

事業者

利用者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

指定管理料
自主事業
使用料

町

利用者

事業者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

町

利用者

設置許可 借地料等

事業者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

利用者

事業者

町

サービス
提供

サービス
対価

利用料

自主事業
使用料

↓ ↑

↓ ↑

町

設置許可 借地料等

事業者

利用者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

指定管理料
自主事業
使用料

町

利用者

事業者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

町

利用者

設置許可 借地料等

事業者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

利用者

事業者

町

サービス
提供

サービス
対価

利用料

自主事業
使用料

↓ ↑

↓ ↑

町

設置許可 借地料等

事業者

利用者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

指定管理料
自主事業
使用料

町

利用者

事業者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

町

利用者

設置許可 借地料等

事業者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

利用者

事業者

町

サービス
提供

サービス
対価

利用料

自主事業
使用料

↓ ↑

↓ ↑

町

設置許可 借地料等

事業者

利用者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

指定管理料
自主事業
使用料

町

利用者

事業者

サービス
提供

利用料

↓ ↑

↓ ↑

町

利用者

設置許可 借地料等

事業者

サービス
提供

利用料
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2.3.2. 発注形態の検討

先述した事業手法を活用した発注形態について、以下の 3つのパターンの設定が可能である。

なお、市場調査においては、事業者に対して以下の 3つのパターンのいずれの形態が望ましいか調査した。

案 案 1：全ての施設を包括発注 案 2：一部の施設を分離発注 案 3：全ての施設を分離発注

発注区分

概要

・各種スポーツ施設・公園・平岩記念会館・

未利用スペースの活用全てを 1つの事業

として発注

・各種スポーツ施設・公園を 1つの事業と

して発注

・平岩記念会館・未利用スペースの活用は

別事業として発注

・各種スポーツ施設・公園・平岩記念会館・

未利用スペースの活用の全てを別事業と

して発注

発注形態

全施設：PFI方式（RO）

※ただし、未利用スペースに収益施設を設

置する場合は、設置管理許可等を付与

・各種スポーツ施設・公園：PFI方式（RO）

・平岩記念会館：指定管理者制度

・未利用スペース：P-PFI

・各種スポーツ施設：PFI方式（RO）

・公園：指定管理者制度

・平岩記念会館：指定管理者制度

・未利用スペース：P-PFI

メリット

各施設の連携等が働きやすいため、最も相

乗効果が高いことが期待される形態であ

る。

収益リスクの高い事業を切り離したこと

により事業者は事業に参加しやすくなる。

個々の事業者の得意分野業務のみを行え

ばよく、また事業者間の調整等が発生しな

いため、事業者としては取り組みやすい。
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案 案 1：全ての施設を包括発注 案 2：一部の施設を分離発注 案 3：全ての施設を分離発注

発注区分

デメリット

例えば未利用スペースに集客性等がない

場合には、未利用スペースで事業をする

実施者が見つからないため、事業者が応

募できなくなる可能性がある。

スポーツ施設と平岩記念会館の連携等が

働きにくいため、案 1に比較して相乗効

果は低減される。

→事業者選定の際に連携のための会議体

の組成等を義務付けることにより、一定

の関与をさせることは可能である。

各施設の連携等が働きにくいため、相乗効

果が最も期待できない。

→事業者選定の際に連携のための会議体

の組成等を義務付ける等をしても、事業

者が多くなるため、うまく会議体が機能

しない懸念がある。
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3. 各種市場調査の実施

本事業の市場性及び対象施設のポテンシャルを把握するため、各種市場調査を実施した。

3.1. 公募型サウンディング調査

a） 対象企業

調査対象企業を公募した結果、11者からの回答があった。

b） 調査方法

調査は、下記内容を琴浦町 HPに掲載し、公募により行った。
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c） 調査結果概要

調査結果の概要は、以下のとおりである。

●事業類型に係る回答と参画意欲に係る回答のクロス集計（複数回答を含む）

類型

関心度

A

PFI（Ro）

B

Park-PFI

C

指定管理制度

D

設置管理許可

E

その他

ア 0 0 0 0 0

イ 4 0 3 0 0

ウ 0 0 1 0 1

エ 1 0 1 0 0

オ 0 0 0 0 1

■本事業への関心度

ア 参画を希望する

イ 条件が合えば参画したい

ウ 関心があり、引き続き情報提供を望む

エ 参画することは難しい

オ その他

●事業範囲について

回答者数

回答内容

公園全体を希望する 3 者

平岩記念会館を除く範囲を希望する 2 者

未利用地・低利用地を除く公園全体を希望する 1 者

建物以外の公園全体を希望する 1 者

スポーツ施設のみを希望する 1 者

●事業期間について

回答者数

回答内容

10 年以上の事業期間を希望する 6 者

5～10 年の事業期間を希望する 2 者
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琴浦町 琴浦町

4. 市場調査結果を踏まえた事業スキームの検討

民間の意向を踏まえ、以下の事項について事業スキームの検討を行った。

4.1. 事業手法の検討

事業手法について、各手法の特徴及び市場調査結果を考慮した結果、PFI方式を採用すること
とする。

PFI方式を採用することで、設計、改修、維持管理及び運営を一括して性能発注し、サービスの

向上及び財政負担の軽減が期待できる。

項目 ◎採用案：PFI方式 従来方式

発注区分

概要

ž 設計業務・建設業務・維持管理業務・

運営業務を一括して発注する方式

ž 維持管理企業・運営企業のノウハウ

を活かして施設整備を実施

ž 民間資金を活用し、本事業のため特

別目的会社（以下、「SPC」）を設立

ž 町と SPCの契約が一本化される

ž 設計企業、建設企業、維持管理企業、運

営企業に対してそれぞれ個別に発注す

る方式

資金調達 民間 町

一括発注、

性能発注の効果

ž 一括して性能発注することで民間の

ノウハウを活用でき、サービス向上

及び経費削減が期待できる。

ž 個別発注のため、経費削減は期待でき

ない。

ž 設計・建設は、仕様書発注で運営企業

とは別業務で実施するため、民間のノ

ウハウを活用できる余地が少ない。
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4.2. 施設整備計画の検討

施設の利用状況及び民間事業者への市場調査等を踏まえ検討した結果、施設整備計画を以下の

とおりとした。

施設整備業務の対象施設として検討している。

施設整備業務の対象外施設として検討している。

（民間事業者の提案により整備可能）

PFI 事業とは分離した施設改修を行う。

維持管理・運営は PFI 事業の一環とすることを想定している。

公園全体

（園内の舗装、外灯等の不具合箇所修繕）
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4.3. 各施設における民間事業者収入の考え方

各施設の集客ポテンシャル及び施設整備計画を踏まえ、民間事業者の収入方法については、以

下の 3パターンを導入した。

4.4. 事業期間の検討

民間事業者への市場調査等を踏まえ、以下の理由により、運営期間 10年 (改修期間中含め 11

年)と定めた。

ž 事業期間が短期であれば、民間事業者の投資に対する回収期間が短期となり、民間事業者

の提案内容を制限する恐れがある。

ž 事業期間が長期であればあるほど、物価変動等の予見することが難しいリスクが発生する

ことを懸念する意見が確認された。

項目 要求水準書へ示す業務 利用者の健康増進に寄与する事業 民間収益事業

概念図

概要

ž 町が事業者に対し要求する事

項であり、事業者は必ず実施す

る必要がある。

ž 業務として要求する事項は予

定価格に反映させる必要があ

る。

ž 町の要求事項ではないため、予定

価格に反映させることは必須では

ない。

ž 顧客の利用促進及び提供するサー

ビスの質向上を目的として事業者

自らが出資・整備を行う。

ž 事業者は利用客から利用料金を徴

収することを目的とし、実施する。

ž 町は必要に応じて設置料・使用料

を事業者から徴収することができ

る。

琴浦町

事業者

利用者

事業費

サービス

提供

琴浦町

事業者

利用者

モニタリング

利用料金 利用料金

モニタリング事業費
施設

利用料

琴浦町

事業者

利用者

モニタリング
施設

利用料

サービス

提供
利用料金

サービス

提供
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琴浦町
琴浦町

5. 総合評価の実施

5.1. 定性評価

採用する事業手法と従来方式を定性的な観点より比較した。

【凡例】◎：優れている／〇：やや優れている／△：劣っている

項目 ◎ 採用案：PFI方式 従来方式

発注区分

概要

・設計業務・建設業務・維持管理業務・運営業

務を一括して発注する方式

・維持管理企業・運営企業のノウハウを活かし

て施設整備を実施

・民間資金を活用し、本事業のため特別目的会

社（以下、「SPC」）を設立

・町と SPCの契約が一本化される

・設計企業、建設企業、維持管理企業、運営企

業に対してそれぞれ個別に発注する方式

「一括発注」

「長期契約」

の効果

・一括発注、長期契約により経費削減が期待で

きる。

（◎）

・長期契約により、施設・設備の性能確保や

長寿命化が期待できる。

（◎）

・個別発注、年度ごとの発注のため、経費削減

は期待できない。

（△）

「性能発注」

の効果

・仕様発注契約ではなく、業務を包括化した性

能発注により、民間の創意工夫を活用でき、

業務の一貫性と品質の向上、経費削減が期

待できる。

（◎）

・仕様発注契約のため、民間の創意工夫の余地

は少ない。

（△）

財政負担の平

準化

・契約期間全体にわたって財政負担を平準化

した形で民間事業者にサービスの対価とし

て支払うことができ、建設期間における多

額の財政支出を緩和することができる。

（◎）

・施設整備費の支払いが建設期間に集中し、財

政負担の平準化ができない。

（△）

金利などの追

加費用

・金融機関からの借り入れ分については、起

債より若干高金利となる。

（〇）

・SPC 設立・運営費が発生する。

（〇）

・起債により低金利での資金調達が可能。

（◎）

財務モニタリ

ング

・業務を実施する民間事業者とは別に、金融機

関による財務モニタリングが可能となる。

第三者的な視点によって民間事業者の財務

状況や業務状況を監視することで、健全な

事業継続に寄与できる。

（◎）

・金融機関による財務モニタリングは無い。民

間事業者自らの自己統制による。

（△）
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5.2. 定量評価

5.2.1. 概算事業費算出

本事業に係る概算事業費について以下のとおり算出し、従来方式と比較検討した。

5.2.2. VFM の算定方針

「VFM（Value For Money）に関するガイドライン、平成 13年 7月 27日」の考え方に基づき算

定する。概要は次のとおり。

a） 導入可能性調査における VFM の位置づけ

・ VFMの発現可能性や発現要因を把握する。

・ VFMの詳細は、要求水準が確定した後に、特定事業の選定時までに再度算定する。

b） VFM の定義

・ VFMとは「支払に対して最も価値の高いサービスを提供する」という考え方である。

・ 公共施設等の整備等を PFI事業として実施することが、公共部門が自ら実施する場合に比

べて VFMがある場合、当該事業を効率的かつ効果的に実施することが出来るという基準

を満たすとされている。

c） VFM の検証方法

・ VFMの評価は PSC1)と PFI事業の LCC2)との比較により行う。この場合、PFI事業の LCCが

PSCを下回れば PFI事業の側に VFMがあり、上回れば VFMがないと判断する。

・ PSCと PFI事業の LCCが等しくても、PFI事業において公共サービス水準の向上が期待で

きるとき、PFI事業の側に VFMがある。

・ PFI事業の LCCが PSCを上回っても、その差を上回る公共サービス水準の向上が PFI事業

において期待できれば、PFI事業の側に VFMがあるといえる。ただし、この場合において

は、期待できる公共サービス水準の向上が何らかの方法により PSCや PFI事業の LCCと同

一の尺度で定量化できることが前提条件となる。

1）Public Sector Comparator：公共が自ら実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の

見込額の現在価値

2）LCC：PFI事業として実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の見込額の現在

価値

PFI 従来

概算事業費 17.04億円 17.55億円
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d） 現在価値への換算方法

・ PSCと PFI事業の LCCを比較する際は、現在価値に換算して比較する。

・ 例えば、インフレ率を 0としても、現時点での 1億円と 10年後の 1億円とでは価値が異な

る。このため、この 2つの価値を比較する際、10年後の 1億円が現時点での何円に相当す
るかという換算が必要となる。このように、将来の価値を現在の価値に換算することを現在

価値に換算するという。

・ この換算に当たって用いる換算率が割引率である。10年後の 1億円を割引率 r（年率）で現

在価値に換算する場合、1億円÷（1＋r）により計算される。

【割引率とは】

財政負担の見込額の算定（地方公共団体が直接実施する場合とＰＦＩを導入する場

合）に当たっては、現在価値にて比較することが求められる。割引率とは、支出または

歳入する時点が異なる金額について、これらを比較するために現在価値に換算する際に

用いるものである。具体的には、割引率を rとした場合、来年の 100円は、今年の

100/(1+r)円の価値に等しくなり、これが「来年の 100円」の現在価値となる。

例えば、割引率を 4％とすると「来年 100円」の現在価値は 96.15円となる。96.15円

を 4％で運用すれば、1年後に 100円となるという関係である。

割引率の設定方法については、「VFM（Value For Money）に関するガイドライン（平

成 13年 7月 27日 内閣府 PFI推進委員会）」にもあるように、リスクフリーレートを

用いることが適当である。例えば、長期国債利回りの過去の平均や長期見通し等を用い

る方法である。

【現在価値とは】

現在価値に割り戻す際の算定式は以下のとおりとなる。

現在価値＝｛1/（1+ｒ）n｝×金額

ｒ＝割引率 n＝年数

現在価値は、n（年数）の乗数に反比例して小さくなるので、支出時期が後年度にな

るほど、支出額は小さく評価される。

例えば割引率を 4％と見て、例えば 10年後の 100万円を現在価値に割り戻すと、

｛1/（1+0.04）10｝×100万円＝67.5万円となる。
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e） VFM の検証

PFIの導入可能性を判断する際には、従来方式（公共実施）と PFI方式を比較し、PFIの方

が総事業費をどれだけ削減できるかを表す VFM(Value for Money) という指標を用いる。

VFMとは、支払い(Money)に対して最も価値の高いサービス(Value)を供給するという考え方

であるため、例え従来方式と PFI方式の事業費が等しくても、PFIの方がサービスの向上が期

待できるとき、PFIに VFMがあると判断する。

本事業において、従来方式及び PFI方式の事業費を算出し比較した結果、3.3%の VFMが確

認された。

（単位：億円）

なお、VFM（％）は次式で求めることができる。

PSC：従来型のライフサイクルコスト

PFILCC：検討対象手法のライフサイクルコスト

項目

VFM

PSC
現在価値換算前 17.55

現在価値換算後 16.44

PFILCC
現在価値換算前 17.04

現在価値換算後 15.90

VFM(金額)
現在価値換算前 0.51

現在価値換算後 0.53

VFM（％）
現在価値換算前 2.9%

現在価値換算後 3.3%

VFM ＝
従来型方式のライフサイクルコスト－検討対象手法のライフサイクルコスト

× 100
従来型方式のライフサイクルコスト
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5.3. 総合評価

PFI（RO）方式と従来方式の比較について、本施設はスポーツの機会を提供する機能を備えた
公共施設であることを考慮し、「業務全体の効率性や最適性を見据えた管理・運営の実施が可能で

あるか」及び「持続的な公共サービスの提供が可能であるか」の観点から総合評価を行った。

【凡例】◎：優れている／〇：やや優れている／△：劣っている

総合評価の結果より、「業務全体の効率性や最適性を見据えた管理・運営の実施」、「持続的な公

共サービスの提供」の視点において、PFI（RO）方式が従来方式に比べて優位であることから、

本事業の事業方式は、PFI(RO)方式が望ましいと考える。

また、町の財政負担が平準化されることや金融機関による財務モニタリングがあることも PFI

方式の優位な点であると言える。

比較項目 PFI（RO）方式 従来方式

業務全体の効

率性や最適性

を見据えた管

理・運営の実

施

運営企業の意向・ノウハウが設計段

階から最大限に反映され、事業全体

の安定性及びサービスの質が向上す

る

◎ ○

責任の所在が明確であり、設備の不

具合や故障等が発生した場合、迅速

かつ円滑な対応を行うことができる

◎

※設備の不具合や故障等が

発生した場合、SPCにより
迅速かつ円滑な対応が可能

となる

△

※設計・建設、維持管理、

運営と分離しての契約締結

になるため、責任の所在が

曖昧になる

持続的な公共

サービスの提

供

長期契約によりライフサイクルコス

トが削減される

◎

※金利及び SPCの設立費、
運営費が発生する

〇

財政負担が平準化できる ◎

△

※施設整備費の支払いが建

設期間に集中する

金融機関による財務モニタリングが

行われる
◎ △
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6. 事業実施に向けた課題

本事業を PFI方式で実施する際、特に留意する必要がある点については、以下のとおりである。

6.1. PFI（RO）方式特有のリスク分担の考え方（案）

6.1.1. リスク分担の考え方

PFI手法等の官民連携手法において、発生する又は発生する可能性があると想定されるリスク

は「リスクを最もよく管理することができる者が当該リスクを分担する（PFI事業におけるリス

ク分担等に関するガイドライン：内閣府発出：平成 13年）」という基本的な考え方に基づき、町

と民間事業者で適切に分担する必要がある。

適切なリスク分担は発生するリスクの総量が削減に繋がり、VFMの最大化や事業の安定的継続

が期待されることになる。また、単にリスクを民間事業者に移転するという発想では、逆にリス

クによる事業への影響を増加させる危険性があるということに十分に留意しなければならない。

例えば、本事業においては民間事業者で適切にコントロールできないリスクとして、対象施設

において修繕しなければならない設備等に対する適切な対価の設定等が考えられる。これらを民

間事業者へ負わせた場合には、民間事業者の提案価格が当該リスクを見込んだ価格となり、結果

的に公的財政負担額の増加や応募者が見込めないことに繋がる可能性がある。

その他、物価変動、光熱水費変動及び需要変動に関するリスクが想定されるため、事業実施に

あたっては、町と民間事業者でリスクを適切に分担する仕組みの検討が必要である。
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6.1.2. リスクの分類及び対応方法

官民連携手法において発生する又は発生する可能性があると想定されるリスクは、対応方法に

よって以下に示す 4パターンに分類できる。
なお、町と民間事業者によって対応方法は異なるため、対応方法に因り分担者を検討する必要

がある。例えば不可抗力リスクについて、町は管理する施設が膨大であることから、全ての施設

に保険を付保するよりも起こった時点で対応する方が効率的であることが考えられ、保険の付保

は行わない場合が多いが、民間事業者の場合は保険の付保により対応することが考えられる。

表 1：官民連携手法におけるリスクの分類①

図：リスク対応策とリスク領域の分類のイメージ

リスク

対応策
リスク領域の分類 対応の内容

リスク保有

（受容含む）

リスク保有領域

（被害規模小＋発生確率高）

リスク受容領域

（被害規模小＋発生確率低）

大きな影響を及ぼさないと想定されるリスクが対象で､

リスク発生の可能性はあるが事前の対応策はとらない。

例） ž リスクが発生した場合の事業継続計画書を事前

に策定

ž 予期しない事態が発生しても大きな影響が無く

解決できることから予備費を確保しておく

ž 発生事態（利益減少等）の受け入れ

リスク削減

（軽減）

リスク削減領域

（被害規模大＋発生確率高）

リスクの発生確率を減少させる対応策と、リスクが顕在

化した場合の影響度を減少させる対応策

リスク事象の影響の程度を軽減

例） ž 経験・実績のある手法の採用

ž 予備人員や予備車の確保

リスク転嫁

（移転）

リスク保有領域

（被害規模大＋発生確率低）

発生すると想定されるリスクを他に転嫁する対応策

例） ž 保険や外注等の活用で対応

ž 工事・管理運営の履行等を保険でカバー

リスク回避
リスク削減領域

（被害規模甚大＋発生確率低）

リスクへの対応としては、回避策しかとれない場合であ

り、コスト削減を図ることが出来ないことから、事前の

十分な検討や、当該リスクの存在の認識が重要となる。

例） ž リスクを保有する企業の交替等
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6.2. 地元企業の参画促進について

地元企業の参画を促進する方法について、大きくは 2つの方法が考えられる。
6.2.1. 参画条件必須型

本事業への参画条件として、地元企業の参画を必須とする方法。

a） 応募グループに係る必須条件

入札公告において地元企業の参入義務を課すため、参加資格要件ついて、「応募者は、構成

員に地元企業 1社以上を含むこととする。」等の項目を含める。結果、地元企業の参入を必須

条件とすることが可能。

ただし、地元に一定の技術力のある企業が多く存在しない場合、構成員とできる地元企業数

が限られることとなることから、町内企業の状況を考慮したうえで設定を検討する必要がる。

b） 発注金額に係る必須条件

入札公告において地元企業への発注額を示すため、地元業者に対する契約として「構成企業

のうち地元業者の分担事業費及び地元業者が構成企業から 2次下請けまでの協力企業として

契約した金額との合計額は、契約金額全体の 15％以上としなければならない。」等と条件を設

定する。結果、一定の額が地元企業に還流されることが必須条件となる。

ただし、地元に一定数の企業が存在しない場合、発注先が限定されることから、町内企業の

状況を考慮したうえで設定を検討する必要がある。

6.2.2. 提案評価型

本事業への提案書に対する評価項目に地元企業への発注金額を設ける方法。

地元企業の参入を評価項目とするため、落札者決定基準や様式集において「地元経済への貢

献」や「地域経済への配慮」等の項目を含め、提案を誘導する。結果、民間事業者の自由な提

案に基づき地元企業の参入を促すことができると考える。

ただし、配点が低い又は項目の内容が曖昧であると、提案において地元企業の参入を促す項

目が軽視される可能性があるため、評価の配点や項目の内容を慎重に検討する必要がある。
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7. スケジュールの検討

本計画策定時点で想定する事業スケジュールは次のとおりである。

年度 概要

令和 3年度 地元事業者勉強会

令和 3年度～令和 4年度 公表資料の作成、事業者選定

令和 4年度～令和 5年度 設計、改修、開業準備

令和 6年度中 全施設供用開始


